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中学校学習指導要領改訂と情報教育 

 

－令和 3 年度(2021 年度)からの実施を踏まえて－ 

 

 

Revised Junior High School Curriculum Guidelines and Information Studies:  

Based on the Implementation from 2021 Fiscal Year 
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要旨：新学習指導要領の実施に伴い、中学校で新しい情報教育が令和 3(2021)年度から始 

まった。中学校では情報教育は、技術・家庭科分野での取り組みを中心に、教科等横断的なクロス 

カリキュラムによって実施する、となっている。 

 また、中学校での情報教育は、小学校でのプログラミング教育と普通科高等学校共通科目「情報 I」

等との接続の位置にある。この情報教育の連関についての可視化と、役割分担の明確化が必要と 

される。 

キーワード：中学校、情報教育、プログラミング教育指針 
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はじめに 

 学習指導要領が平成 29(2017)～30(2018)年度に

改訂された。新学習指導要領では、「生きる力」の

育成を目指し、資質・能力を三つの柱―知識及び技

能、思考力・判断力・表現力等、学びに向かう力・

人間性等―で整理し、社会に開かれた教育課程の実

現を企図する。新学習指導要領の実施は小学校では

令和 2(2020)年度、中学校は令和 3(2021)年度、高等

学校は令和 4(2022)年度 (学年進行)である1。 

 中学校学習指導要領は、教科等に対応して「中 

学校学習指導要領 総則編」を筆頭に 13編で構成 

されており2、この中には教科「情報編」は独立し 

て存在しない。 

  中学校課程は、小学校課程での情報教育の学習 

を受けて、さらに情報教育、プログラミング教育 

を充実させる必要がある。また、高等学校課程で 

の情報教育へとつなげていく役割も負っている3。  

なお、義務教育課程は中学校までであるが、高 

等学校課程への進学率が 98％を超えている現状を 

考慮すると、高等学校課程は、実質「義務教育」課 

 

† 立命館大学 

程と考えられよう。 

本稿では、中学校での情報教育について、教科 

「技術・家庭」を中心に考察を行う。 

 

1. 『中学校学習指導要領(平成 29年告示) 解説  

総則編』 

ここで『中学校学習指導要領(平成 29年告示)  

解説 総則編』(以下、『解説 総則編』)を参照する。

『解説 総則編』では、「第 3章 教育課程の編成及

び実施」の「第 3節 教育課程の実施と学習評価」の

「1 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業

改善」の「(3) コンピュータ等や教材・教具の活用」

の記述がある。 

 同記述では、「情報活用能力の育成を図るため 

には，各学校において，コンピュータや情報通信 

ネットワークなどの情報手段及びこれらを日常 

的・効果的に活用するために必要な環境を整える 

とともに，各教科等においてこれらを適切に活用 

した学習活動の充実を図ることが重要」4としてい 

る。 

 併せて、「コンピュータや情報通信ネットワー 

クなどの情報手段の活用について，こうした情報 
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活用能力の育成もそのねらいとするとともに， 

人々のあらゆる活動に今後一層浸透していく情報 

技術を，生徒が手段として学習や日常生活に活用 

できるようにするため，各教科等においてこれら 

を適切に活用した学習活動の充実を図ること」5、 

とも記している。 

 また『解説 総則編』の別の個所では、「情報活 

用能力は『学習の基盤となる資質・能力』であり， 

確実に身に付けさせる必要があるとともに，身に 

付けた情報活用能力を発揮することにより，各教 

科等における主体的・対話的で深い学びへとつな 

がっていくことが期待される」6、と述べ、情報教 

育がコンピュータ教育の狭い範囲に限定されるも 

のでなく、広く各教科に関わる能力であることを 

強調している。 

 学習指導要領が打ち出した「知識及び技能」、 

「思考力、判断力、表現力等」、「学びに向かう 

力、人間性等」の 3つの柱と情報教育、コンピュ 

ータ教育との関係整理は、後に詳述する。 

 

2. 『中学校学習指導要領(平成 29 年告示) 解説  

技術・家庭編』 

 本章では、『中学校学習指導要領(平成 29 年告 

示) 解説 技術・家庭編』(以下、『技術・家庭編』) 

を手掛かりに、中学校における情報教育の在り方 

を考察する。 

 

2.1  『技術・家庭編』の構成構造 

 最初に、『技術・家庭編』の構成構造を確認する。 

 目次 

 第 1 章 総説 

  1  改訂の経緯及び基本方針 

    小・中・高を通じての今回の学習指導要領 

改訂の経緯及び基本方針 

  ２ 技術・家庭科改訂の趣旨及び要点 

第 2章  技術・家庭科の目標及び内容 

   第 1節 技術・家庭科の目標 

   第 2節  技術分野の目標及び内容 

          1  技術分野の目標 

      2  技術分野の内容構成 

          3  技術分野の内容 

      A  材料と加工の技術 

            B  生物育成の技術 

            C  エネルギー変換の技術 

            D  情報の技術 

    第 3節  家庭分野の目標及び内容 

    (以下、略) 

 『技術・家庭編』の構成で、「第 1 章 総説 1 改訂

の経緯及び基本方針」―「(1) 改訂の経緯」及び「2 

改訂の基本方針」は、新学習指導要領のすべてに共

通する内容である。 

 育成を目指す資質・能力の明確化、「主体的・対話

的で深い学び」の実現に向けた授業改善の推進、各

学校におけるカリキュラム・マネジメントの推進等

を改訂の特徴として打ち出している。 

 「第 1 章 総説 2 技術・家庭科改訂の趣旨及び要

点」は、「(1) 改訂の趣旨」に続けて「(2) 改訂の要

点」を配している。「(2) 改訂の要点」の「(技術分野)」

では、技術分野を「材料と加工の技術」、「生物育成

の技術」、「エネルギー変換の技術」、「情報の技術」

の 4 区分に整理している。 

 本稿ではこの 4 区分の内、「情報の技術」に焦点

を置く。「情報の技術」は、さらに「生活や社会を

支える情報の技術」、「ネットワークを利用した双

方向性のあるコンテンツのプログラミングによる

問題の解決」、「計測・制御のプログラミングによ

る問題の解決」、「社会の発展と情報の技術」の 4

つの下位区分に分かれている7。『技術・家庭編』に

従って、順次に検討する。 

 

2.1.1 生活や社会を支える情報の技術 

第 1番目の「生活や社会を支える情報の技術」で

は、以下の 2つの項目を示している。 

 

    ア 情報の表現の特性等の原理・法則と基礎 

的な技術の仕組み 

  イ 技術に込められた問題解決の工夫 

 

  項番「ア」では、「情報の表現、記録、計算、 

通信の特性等の原理・法則と情報のデジタル化や 

処理の自動化、システム化、情報セキュリティ等 

に関わる基礎的な技術の仕組み及び情報モラルの 

必要性について理解すること」8、としている。 

  このように項番「ア」では、学習すべき範囲は 

広い。内容を精査すると、以下のようになる。 

①「「情報の表現、記録、計算、通信の特性等 
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の原理・法則と情報のデジタル化や処理の自動化、 

システム化」までの情報工学的な側面である。 

②「情報セキュリティ等に関わる基礎的な技術 

の仕組み」では、アンチウィルスソフト等のセキ 

ュリティソフト、各種ウィルスの種別、なりすま 

しなどの各種詐欺行為のソフトの技術など側面と、 

そうした「危険」に陥らないサイバーセキュリテ 

ィの必要性と、自己防衛の社会的態度の獲得などの

側面が併存している。 

③「情報モラルの必要性について理解」では、 

知的財産権法等の理解、誹謗中傷や人権侵害等の 

回避、違法コンテンツの危険性等に認識を含む社 

会的態度の涵養が求められている。 

また、「関係する教科との連携」9を改めて強調 

している。 

項番「イ」の「技術に込められた問題解決の工 

夫」では、「社会からの要求、環境負荷や経済性 

などに着目し、技術が最適化されてきたことに気 

付かせること」10、を示している。 

すなわち、「取り上げた技術が、どのような条 

件の下で、どのように生活や社会における問題を 

解決しているか読み取ることで、(中略)、最適化 

されてきたことに気付かせる」11、としている。 

しかし、これでは「技術楽天主義」である。 

 足尾鉱毒事件やハンセン病患者隔離等の過ち、高

度成長期の 4大公害を始めとする多くの公害拡散と

今に続く苦しみなどを、捨象している。 

 技術開発と社会普及が、私たちの社会を発展さ 

せてきたことは事実である。しかし、反面では技 

術が潜在的に孕んでいる「負の側面」への眼差し 

も忘れてはならない。「生活や社会を支える情報 

の技術」にはこうした視点が欠落していることを、

厳しく批判しておきたい。 

 

2.1.2  ネットワークを利用した双方向性のある 

コンテンツのプログラミングによる問題の解 

決 

 第 2番目の「生活や社会を支える情報の技術」 

では、2つの項目を示している。 

項番「ア」では、「情報通信ネットワークの構 

成、安全に情報を利用するための仕組み、安全・ 

適切な制作、動作の確認、デバッグ等ができるこ 

と」12、を示している。 

  内容を精査すると、以下となる。 

 ①「コンピュータ同士を接続する方法や、情報 

通信ネットワークの構成、サーバやルータ等の働 

きや、パケット通信や Webでの情報の表現、記録 

や管理などの情報通信ネットワーク上で情報を利 

用する仕組みについて理解させる」13、と指示し 

ている。 

  ②「適切なプログラミング言語を用いて、安全・ 

適切に、順次、分岐、反復という情報処理の手順 

や構造を入力し、プログラムの編集・保存、動作 

の確認、デバッグ等ができるようにする」14、を 

次の課題として示している。 

  さらに、③「文字や静止画などのメディアには、 

取り扱いの容易さ、情報伝達の正確性、情報の量 

に違いがあることや、氏名、住所、電話番号や顔 

写真などは、(中略)第三者が勝手に使用したり、 

個人のプライバシーを侵害したりすることのない 

よう個人情報保護の必要性についても指導する」、

としている。 

 しかし動画情報を含めて、ブログ、ツイッター、 

フェイスブック、インスタグラム、ライン等々の 

各種 SNSについて、指導する教員がどこまで自分 

で実体験、実使用し、利点・欠点を理解している 

かを思えば心もとない。 

項番「イ」の「問題の発見と課題の設定、メデ 

ィアを複合する方法などの構想と情報処理の手順 

の具体化、制作の過程や結果の評価、改善及び修 

正」では、①「生活や社会の中から情報のデジタ 

ル化や処理の自動化、情報セキュリティ等に関わ 

る問題を見出して、課題を設定する力、課題の解 

決策を、条件を踏まえて構想し、全体構成やアル 

ゴリズムを図に表す力(後略)」15、を求めている。 

 ②生活や社会で利用されている情報の技術に込 

められた工夫や創造性及びそれらに関わる知的財 

産のすばらしさと、(中略)知的財産を創造、保護 

及び活用しようとする態度の育成を目指す」と 

している。 

 ③「この学習では、プログラムの命令の意味を 

覚えさせるよりも、課題の解決のために処理の手 

順(アルゴリズム)を考えさせることに重点を置く 

など」16、とも記している。 

 しかし、先の「適切なプログラミング言語を用 

いて、安全・適切に、順次、分岐、反復という情 
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報処理の手順や構造を入力し、プログラムの編集・

保存、動作の確認、デバッグ等ができるよう 

にする」という情報処理の実践力を求めることと 

は、矛盾したレベルの要求である。 

 いずれにせよ、デジタル化された情報―文字、 

記号、音声、画像などのデジタルメディアの特質 

の理解を強く求めている。 

 併せて、これらのデジタル技術が展開する「メ 

ディア空間」に主体的に関わり、社会の中で「デ 

ジタル市民」としての立ち振る舞いの在り方を述 

べている。 

 続けて、「情報の技術」の核であるプログラミ 

ング技術へと回帰している。 

 しかし最近におけるメガプラットフォーマーに 

よるベンチャー企業買収による技術の囲い込み、 

ユーザアクセス歴の管理と提供コンテンツの操作 

等々の負の側面への言及はない17。 

 

2.1.3  計測・制御のプログラミングによる問題 

の解決 

  第 3 番目の「プログラミングによる問題の解決」

では、項番「ア」では、「計測・制御システムの仕

組み、安全・適切な制作、動作の確認、デバッグ等

ができること」を示している。 

 項番「イ」では、「問題の発見と課題の設定、計

測・制御システムの構築と情報処理の手順の具体化、

制作の過程や結果の評価、改善及び修正」を掲げて

いる。 

 内容的には、先述の「生活や社会を支える情報 

の技術」とほぼ重なる内容であるので、言及を省 

略する。 

 

2.1.4 社会の発展と情報の技術 

  第 4番目の「社会の発展と情報の技術」では、項

番「ア」において、「生活や社会、環境との関りを

踏まえて技術の概念を理解すること」18を求めてい

る。 

  技術の開発と社会普及において、「開発時、利 

用時、廃棄時及び障害発生時等を想起し、安全性 

や社会・産業に対する影響、環境に対する負荷、必

要となる経済的負担などの折り合いを付け」19、 

としている。 

 いわゆる持続可能な技術の開発、社会普及を求 

める立場である。ようやくここにきて開発される技

術と長期的スパンでの社会的受容、持続可能性等に

ついての言及が行われた。 

 そしてこの立場は、項番「イ」の「技術の評価、 

選択と管理・運営、改良と応用」へとつながる。 

 次節で詳述する。 

 

2.2  技術分野の改訂のポイント：目標 

 「技術・家庭編」における技術分野の改訂のポ 

イントを考えておく。 

 技術分野の見方、考え方として、生活や社会に 

おける事象を、技術との関りの観点から理解する。 

そして、社会的な課題について、安全性、持続可 

能性(SDGs)20、経済性などを比較し計量しながら、 

技術の展開によって社会最適化の道を探ることが 

求められる。 

 しかし、この社会最適化そのものが時間軸の中 

で相対的な最適化である。 

 第一に技術そのものの連続性と断絶性がある。 

 真空管式電子計算機からパソコン、スマートフォ

ンまでの発展は、フォンノイマン方式を根底と 

している点で、技術の連続性である。 

一方、人、動物、水車、風車等のエネルギー利 

用から、石炭による蒸気エネルギー利用、さらに 

は石油による内燃機関への展開は、技術の断絶性 

である。  

馬車が自動車(馬なし馬車)と役割を変わったの 

も、技術の断絶性である。 

 技術の展開の評価では、この連続性と断絶性の 

両面に対する考察が必要である。 

 第二に、対象技術の評価範囲の取り方が難しい。 

例えば、プラスチックは便利な素材であるが、マ 

イクロプラスチックによる海洋汚染等を考えると、

別の評価がでてくる。 

 現在では、対象技術による生産、利用、回収、 

廃棄のライフサイクル全体の評価視点が求められ、

それが持続可能性の根底にある。 

 さらには、対象とする技術サイクルについての 

倫理性等も評価の対象である。例えば、児童労働、 

強制労働による資源供給等は、現在では批判の対 

象となる。 

 また、技術の両義性への評価観点も忘れてはな 

らない。例えばドローン技術は、各種の産業等へ 
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の様々な利用が考えられ、有望な技術である。し 

かし、このドローンに武器を搭載すれば兵器と化 

す。技術にはこのような平和利用と兵器転用の両 

義性を持つ。 

 しかし、「技術・家庭編」における技術の評価観 

点は、未来を拓く技術という「明るい視点」のみ 

である。過去の「平和利用の夢の原子力」という 

政策の旗振りが想起される。 

 

2.3  技術分野の改訂のポイント：内容構成 

 内容の構成では、学習過程との関係の明確化を 

期し、学習過程の例示を行っている。 

 「技術・家庭編」の「技術分野の学習過程と、 

各内容の三つの要素及び項目の関係」21を参照し 

てみよう。 

 

  プロセスA  生活や社会を支える技術 

既存技術の理解：技術に関する原理や法則、基 

礎的な技術の仕組みを理解するとともに、技術の 

見方・考え方に気付く。 

   ↓ 

 プロセスB：技術による問題の解決 

  プロセスB1：課題の設定 

 生活や社会の中から技術に関わる課題を見出し、 

それに関する調査等に基づき、現状をさらに良く 

したり、新しいものを生み出したりするために解 

決すべき課題を設定する。 

   ↑ 

    過程の評価と修正 

   ↓ 

 プロセスB2：技術に関する科学的な理解に基 

づいた設計・計画 

 課題の解決策を条件を踏まえて構想(設計・計 

画)し、試行・試作等を通じて解決策を具体化する。 

   ↑ 

    過程の評価と修正 

   ↓ 

 プロセスB3：課題解決へ向けた製作・制作・ 

育成 

 解決活動(製作・制作・育成)を行う。 

 ↑ 

    過程の評価と修正 

   ↓ 

 プロセスB4：成果の評価 

 解決結果及び解決過程を評価し、改善・修正す 

る。 

   ↓ 

  プロセスC：社会の発展と技術 

 次の問題の解決の視点：技術についての概念の 

理解を深め、よりよい生活や持続可能な社会の構 

築に向けて、技術を評価し、選択、管理・運用、 

改良、応用について考える。 

 

 以上が、技術分野の 3 つのプロセスにおける内 

容構成である。 

 第一に、生活や社会を支える技術を理解し、そ 

の見方・考え方を身に付ける。 

次のステップでは、現実から技術に関わる課題 

を設定、解決策の設計・計画、試行・試作、製作・ 

制作等のプロセスを繰り返す。 

 最後に、新しく生み出した技術を評価し、管理・ 

運用、改良・応用していく。こうして持続可能な 

社会の構築に技術は貢献できる、としている。 

 背景にある思想は、技術に基づく愚直な進歩史 

観である。 

 例えば、「安全」のリスク分析について取り上げ 

てみよう。リスク分析は、①リスクを推定する科 

学的なプロセス、②リスク軽減措置をとる行政的 

プロセス、③関係者間の情報共有、意見交換の 3 

つのプロセスからなる。 

 現在のコロナ禍での専門委員会、医療界等の意 

見表明、発信は、プロセス①のリスクアセスメン 

トに当たる。政府機関や地方自治体等の対策、対 

応は、プロセス②のリスクマネジメントに当たる。 

そして広く国民を含む関係者間の情報共有、意 

見交換は、リスクコミュニケーションに当たる。 

混乱を極めたオリンピック・パラリンピックの開

催の是非、開催方法などでは、このプロセスが国際

的にも広がる。 

 「安全」とは、リスクアセスメントという科学 

的な評価に基づく客観的な概念であり、本稿では 

「技術的な」概念でもある。一方「安心」とは、 

リスクアセスメントを踏まえて、リスクマネジメ 

ントのプロセスで考慮される心理的、主観的な概 

念である。 

 例えば、初等中等教育課程での修学旅行や対外 
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クラブ活動を止めておいて、一方でオリンピック 

は「安全、安心な体制で粛々と開催」などという 

意味不明の政策判断は、「技術」の理工学的知識と社

会的文脈での把握においては成立しない22。 

 

3. 授業時数特例校制度について(概要) 

 文部科学省は、2021 年 6 月 28 日開催の中央教 

育審議会初等中等教育分科会教育課程部会(第 11 

期第 2 回)において、「授業時数特例校制度につい 

て(概要)」23を示した。 

 本稿が検討対象とする中学校課程における「技 

術・家庭」分野にも関わることなので、取り上げ 

ておきたい。 

 

3.1 標準授業時数について 

 まず、標準授業時数について確認しておく。小 

学校・中学校・義務教育学校・中等教育学校の前 

期課程では、学校教育法施行規則において、教科 

等ごと、学年ごとに標準授業時数を定めている。 

ここで標準授業時数とは、教科等ごとの最低授 

業時数のことである。 

 

3.2  中央教育審議会答申：授業時数の弾力化 

 2021 年 1 月 26 日、中央教育審議会は「『令和 

の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子 

供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、 

協同的な学びの実現～」(以下、「答申」)24を答申 

した。 

「答申」では、「第 II 部 各論」―「2.  9 年間 

を見通した新時代の義務教育の在り方について」 

―「(2) 教育課程の在り方」―「③ カリキュラム・ 

マネジメントの充実に向けた取組の推進」におい 

て、次のように提言している。少し長文である 

が重要な点なので、引用で示す。 

 

 学習指導要領のねらいとする資質・能力の育 

成と、一定の総授業数の確保による教育の機会 

均等の観点を踏まえ、総枠としての授業時数(学 

年ごとの年間の標準授業時数の総授業時数)は 

引き続き確保した上で、教科等横断的な視点に 

立った資質・能力の育成や探求的な学習の充実 

等に資するよう、カリキュラム・マネジメント 

に係る学校裁量の幅の拡大の一環として、教科 

等の特質を踏まえつつ、教科等ごとの授業時数 

の配分について一定の弾力化が可能となる制度 

を設けるべき」 

 

この提言の主旨は、学年、科目等の年間総授業 

時数は維持するが、一定の割合で「教科等ごとの 

授業時数」の配分の弾力化を進めよう、という意 

味である。 

 「技術・家庭編」付録 1 「附則(平成二十九年 

三月三十一日文部科学省令第二十号)に、「別表第 

二(第七十三条関係)として、中学校の学年、科目 

等に対応する「標準授業時数」が示されている。 

 なお、同表における授業時数の一単位時間は、 

50 分である。 

 

3.3  「授業時数特例制度」(案) 

 2021 年 6 月 28 日に中央教育審議会で配布され 

た「授業時数特例制度」(案)に従い、制度の概要 

を検証する。なお、本稿の主旨から中学校課程のみ

を取り扱う。 

 

3.3.1  制度概要 

 各教科等の授業時数について「1 割を上限とし 

て各教科等の標準授業時数を下回って、(中略)生 

じた授業時数を別の授業時数に上乗せ」すること 

が可能な制度である。 

 充実する学習内容の例として、２種類の類型を 

示している。 

 (1) 学習の基盤となる資質・能力 

  言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能 

力等 

(2) 現代的な諸課題に対応して求められる資 

質・能力の育成 

    伝統文化教育、主権者教育、消費者教育、法 

教育[ほか]25 

   制度の対象となる教科等は、中学校において 

は、次の科目等である。 

 国語、社会、数学、理科、音楽(第 1 学年)、美術

(第 1 学年)、保健体育、外国語。 

 一方、縮減対象外の科目等は次である。 

 (1) 年間標準授業時数が 35 単位以下の教科等 

  音楽(2, 3 学年)、美術(2, 3 学年)、技術・家庭 

26、特別の教科 道徳、特別活動27 
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 (2) 総合的な学習の時間 

   ①標準授業時数を前提に学校が目標・内容を 

定めるため、②教科等の枠を超えた横断的・総 

合的な学習を行う時間であるため。 

 

3.3.2  申請、認可制、今後の予定等 

 制度は、翌年度から実施する場合は、前年度の 

12 月 31 日までに申請する。各学校の管理機関が、 

都道府県の教育委員会又は知事を経由して(国立 

大学法人・政令指定都市教育委員会にあっては直 

接)文部科学省に申請する。 

 今後の予定等は、募集が 2021 年 8 月から開始、 

実施を 2022 年度としている。 

 なお、「学校教育法施行規則に定める標準授業時 

数(中学校)」を文末に示す。 

 

さいごに 

 本稿では、中学校課程における情報教育につい 

て、主として技術・家庭(特に、技術)分野での取 

り組みについて取り上げた。 

  なお、中学校での情報教育は、技術・家庭分野 

での取り組みを中心に、教科等横断的なクロスカ 

リキュラムによって実施することになっている。 

 クロスカリキュラムについては、稿を改めて取 

り上げたい。 

 技術が社会と無関係に進んでいくことはありえ 

ない。例えば、情報工学分野を主領域とする深層 

学習とAI 技術の進展においても、さまざまな社 

会制度、規範との擦り合わせが必要となる。 

 仮想通貨と金融制度の課題は、資産価値、交換 

価値としての貨幣への信認とも関わる28。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (参考) 学校教育法施行規則に定める 

標準授業時数 

  

 1 年 2 年 3 年 

国語 140   140   105 

社会   105   105   140 

数学   140   105   140 

理科   105   140   140 

音楽    45    35    35 

美術    45    35    35 

保健体育   105   105   105 

技術・家庭    70    70    35 

外国語   140   140   140 

特別の教科

である道徳 

   35    35    35 

総合的な 

学習の時間 

   50    70    70 

特別活動    35    35    35 

合計  1015  1015  1015 
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